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3． 研究報告 

3．1．宮城県沖地震アスペリティ周辺におけるプレート間すべりのモニタリングの実現 

3．1．1．長期海底地震観測 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 

宮城県沖地震アスペリティ周辺におけるプレート間すべりのモニタリングの実現 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 メールアドレス 

国立大学法人東京大学地震研究所 教授 

准教授 

金沢敏彦 

篠原雅尚 

 

 

(c) 業務の目的 

宮城県沖地震の想定震源域周辺の地震活動が示す空間的な特徴を把握するためには、同

一の観測点配置による観測を長期継続し、データの蓄積を図るとともに地震活動の時間変

化を検出する必要がある。このため、宮城県沖地震の想定震源域において、長期観測型海

底地震計による繰り返し観測を実施し、人工地震探査の結果などとの比較によりアスペリ

ティ周辺における地震活動と地殻・上部マントル構造との対応関係を抽出する。 

 

(d) ５ヵ年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

1) 平成１７年度： 

宮城県沖地震の想定震源域においてアスペリティ周辺における地震活動が示す空間的

な特徴を把握するため、想定震源域における繰り返し観測を５観測点で平成１７年１２

月から開始した。東京大学地震研究所で新規整備した海底地震計の設置作業は、東北大

学と協力して平成１７年１２月２３日に実施した。また、大量のデータを処理するため

の海底地震計データの１次処理装置の構築を行った。 

2) 平成１８年度： 

新規整備する長期観測型海底地震計を、前年度に設置した海底地震計を回収する際に

設置して、観測を継続するほか、回収した地震記録の解析を行った。 

3) 平成１９年度： 

新規整備および再整備する長期観測型海底地震計を、前年度に設置した海底地震計を

回収する際に設置して、観測を継続するほか、回収した地震記録の解析を行った。 

4) 平成２０年度： 

新規整備および再整備する長期観測型海底地震計を、前年度に設置した海底地震計を

回収する際に設置して、観測を継続するほか、回収した地震記録の解析を行う。 
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5) 平成２１年度：  

再整備する長期観測型海底地震計を、前年度に設置した海底地震計を回収する際に設

置して、観測を継続するほか、回収した地震記録の解析を行う。計画の最終年度である

ため、年度内に全点の海底地震計を回収して、解析を行い、計画の最終成果を出す。 

 

(e) 平成 19 年度業務目的 

宮城県沖地震の想定震源域周辺において、長期にわたり地震観測を行うため、新たに長

期観測型海底地震計を整備する。長期観測型海底地震計を用いた海底地震観測は、平成１

８年度１１月に回収された地震計の再設置および、平成１９年度に新規に購入する地震計

を設置することにより、従前より観測点数を増やす。また、平成１８年度１１月に設置し

た海底地震計を回収し、そのデータ解析を行う。観測は気象庁の観測船の協力を得て、４

月に長期観測型海底地震計の設置を行う。今年度購入する長期観測型の海底地震計の設置

と昨年度設置した地震計の回収は、今年度第３ないし第４四半期に行う。また、長期およ

び短期海底地震観測データ処理・解析（東北大学が分担予定）の結果を、パイロット重点

などこれまでに実施された地殻構造探査の結果と比較し、地震活動と地殻・上部マントル

構造との関係を明らかにする。具体的には、地下構造探査により得られた地震波速度構造

モデルなどを用いて震源分布を再決定することにより、構造探査により求められているプ

レート境界の形状など特徴的な構造と地震活動の空間分布との対応関係に関する検討を進

める。 

なお、海底地震計を用いて観測したデータについては、地震調査研究推進本部調査観測

計画部会調査観測データ流通・公開推進専門委員会において定める方針に従い、流通公開

を行う。 

 

(2) 平成 19 年度の成果 

(a) 業務の要約 

宮城県沖地震の想定震源域においてアスペリティ周辺における地震活動が示す空間的な

特徴を把握するためには、同一の観測点配置による観測を長期間継続し、データの蓄積を

図ると共に地震活動の時間変化を検出する必要がある。このため、想定震源域における繰

り返し観測を５観測点で平成１７年１２月から開始した。観測に使用した海底地震計は、

１年間連続して観測することのできる長期観測型の海底地震計である。 

平成１９年度は、新規に購入した５台の長期観測型海底地震計に対して、動作確認と組

み立て等の整備を実施した。また、音響通信制御装置、ＧＰＳ時計制御システム等の設置

作業支援装置についても動作試験等を行い総合的な整備を実施した。さらに、得られた記

録の一次処理を行うために、長期観測型海底地震計の記録処理システムの整備を行った。

本年度に新規に整備した５台の長期観測型海底地震計は、宮城県沖地震の想定震源域周辺

に、国立大学法人東北大学と共同して、平成１９年１２月にヘリコプターを利用して設置
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作業を実施した。一方、平成１８年度に設置した長期観測型海底地震計の回収は、国立大

学法人東北大学が実施し、回収した海底地震計は東京大学地震研究所において開封して、

観測記録を回収し、記録の一次処理を実施した。 

一方、平成１６年度に実施した宮城県沖地震の想定震源域とその周辺における発破によ

る海底地震計を用いた広角反射・屈折法探査により求められた構造および平成１８年度に

実施した福島県・茨城県沖における発破による海底地震計を用いた広角反射・屈折法探査

により求められた構造と、本業務で得られた地震活動の空間分布の比較を行った。その結

果、宮城県沖地震の想定震源域周辺では、プレート境界付近における地震活動が高く、さ

らに、沈み込む海洋プレート内で多く発生していることと解釈される。 

 

(b) 業務の実施方法 

平成１８年度に回収した長期観測型海底地震計５台に加え、新規に５台を東京大学地震

研究所が購入し、組み立て整備を実施した。平成１８年度に回収し、再整備を行った５台

については、函館海洋気象台「高風丸」を用いて、再設置作業を実施した。、また、準備の

整った新規の海底地震計は、石巻市まで搬送の後、国立大学法人東北大学により、朝日航

洋株式会社所有アエロスバシアルＡＳ３３２Ｌ型ヘリコプターを用いて、設置予定位置の

５ヶ所の海底に設置した。また平成１８年度に設置した長期観測型海底地震計については、

函館海洋気象台「高風丸」および海洋研究開発機構「白鳳丸」をもちいて回収作業を行い、

東京大学地震研究所において開封して観測記録を回収したのち、記録の一次処理を実施し

た。 

 

(c) 業務の成果 

1)長期観測型海底地震計の整備及び回収されたデータの処理  

長期観測型海底地震計新規５台を東京大学地震研究所において、組み立ておよび動作

試験を実施した。加えて前年度回収した長期観測型海底地震計についても、整備および

再組み立てを行った（写真１）。また、これら地震計本体の整備のほかに、設置・回収作

業およびデータ一次整備に要する機材の保守作業および整備作業を実施した。 

本年度は気象庁「凌風丸」において５台の再設置および５台の回収作業、海洋研究開

発機構「白鳳丸」により６台の回収作業、東北大学が借り上げた朝日航洋株式会社「Ａ

Ｓ３３２」により新規地震計５台の設置を実施した（写真２から４）。これらの設置で使

用した海底地震計は東京大学地震研究所において整備を実施した。また回収した海底地

震計は、東京大学地震研究所において開封作業を行い、整備を行うとともに、観測記録

を回収し、記録の一次処理を実施した。 

本業務で用いている長期観測型海底地震計は、チタン合金製の耐圧容器、マイクロコ

ンピュータ制御のジンバルシステム（姿勢制御機構）を持つ固有周期１秒の速度型地震

計、２４ビットのダイナミックレンジを持つデジタル収録式レコーダ、音響通信制御装
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置などから構成されている。電源には１年間の観測のために大容量のリチウム電池を組

み合わせて使用しており、このうち音響通信制御装置向けを除いた、ジンバルシステム、

地震計、レコーダ用の組電池の製作は東京大学地震研究所において実施した。また、本

業務においては継続的に設置・回収作業を実施するため、音響通信制御装置、ＧＰＳ時

計制御システム、海底地震観測用ＧＰＳ測位システム等の船上作業支援装置についても

地震計の整備と併せて総合的な整備を実施した。 

また、本観測で得られるデータは、海底地震計内のフラッシュメモリおよびハードデ

ィスクに収録されている。これらをデータ処理システムに転送し、東京大学地震研究所

にて一次処理を行った。さらに本業務で得られる大規模データを処理するため、海底地

震計データ処理装置の増強を併せて行った。これらのデータ処理に併せ、次回使用のた

めの整備・保守作業を実施した。 

 

2)構造と地震活動の空間分布との比較 

平成１６年度に実施した宮城県沖地震の想定震源域とその周辺における発破による海

底地震計を用いた広角反射・屈折法探査により求められた構造（Shinohara et al., 2007）

および平成１８年度に実施した福島県・茨城県沖における発破による海底地震計を用い

た広角反射・屈折法探査により求められた構造（大久保・他, 2007）（図１）と、本業務

で得られた地震活動の空間分布の比較を行った（図２、３）。その結果、宮城県沖では、

構造探査により求められたプレート境界付近で、地震が発生していることが分かった。

その中でも、宮城県沖地震の想定震源域周辺では、プレート境界付近における地震活動

が高い。また、宮城県沖地震の想定震源域周辺の地震は、沈み込む海洋プレート内でも

多く発生していると解釈される。 
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写真１ 再整備を行った長期型海底地震計 

平成１８年度に回収後、再整備・組み立て作業を行い、平成１９年度に気象庁「凌風丸」

を用いて再設置した再組み立て後の長期観測型海底地震計 
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写真２ 長期観測型海底地震計の輸送 

凌風丸で設置した５台の長期観測型海底地震計 
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写真３ 新規の長期海底地震計 

平成１９年度に新規に整備した長期観測型海底地震計５台。朝日航洋「ＡＳ３３２型」を

利用して設置作業を実施した。 
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写真４ 設置直前の新規長期観測型海底地震計 

朝日航洋「ＡＳ３３２型」に搭載された長期観測型海底地震計（平成１９年１２月） 
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  図１ ２００４年および２００６年に実施した構造探査実験の海底地震計および測線

位置。赤丸は構造探査実験に用いた海底地震計の設置位置、緑線は構造探査測線を表す。

本業務による海底地震観測により決定された地震の震央もあわせて小丸で示す。小丸内の

色は、震源の深さを表す。 
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図２ 東西測線から求められた構造と、本業務により海底地震観測により決定された震源

（赤丸）の比較。▽は探査に用いた海底地震計の設置位置 

 

 

 

図２（続き） 南北測線から求められた構造と、本業務により海底地震観測により決定さ

れた震源（赤丸）の比較 
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図３ 福島県・茨城県沖の構造と、本業務で得られた海底地震計による震源（赤丸）の比

較。 
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(d) 結論ならびに今後の課題 

長期観測型海底地震計５台と、海底地震計データの１次処理装置の整備を計画通りに実

施した。また、東北大学に協力して、５観測点での観測を開始し、平成１８年度に観測を

行った海底地震データの一次処理を行った。これまでに行われた構造探査実験の結果と、

海底地震計による地震活動分布の比較を行った。その結果、宮城県沖地震の想定震源域周

辺では、プレート境界付近における地震活動が高く、さらに、沈み込む海洋プレート内で

地震が多く発生していることと解釈される。今後は、蓄積される海底地震データを用いて、

決定精度がよい震源分布を求め、構造とのより詳細な比較を行う。 
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(f) 成果の論文発表・口頭発表等 

現在はまだ無し 

 

(g) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1)特許出願 

なし 

2)ソフトウエア開発 

なし 

3) 仕様・標準等の策定 

なし 

 (3) 平成 20 年度業務計画案 

宮城県沖地震の想定震源域周辺において、長期にわたり地震観測を行うため、新たに

長期観測型海底地震計を整備する。整備した地震計は、国立大学法人東北大学と共同して、

平成19年度に設置した長期観測型海底地震計の回収とともに設置し、継続的な地震観測を
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行う。平成19年10～11月に回収した6台の海底地震計の最終調整を行う。平成19年4月に設

置した地震計5台を回収し、同一の5地点および新規の1観測点に、上記の6台の海底地震計

の設置を行う。上記で回収した海底地震計のデータ処理を行うとともに、次の観測に向け

て調整作業を行う。平成19年12月に設置した海底地震計5台を回収し、同一5地点に上記の

海底地震計を設置する。平成20年度に新たに4台の海底地震計を購入し、新規4観測点への

設置を行う。 

長期および短期海底地震観測データ処理・解析（東北大学が分担予定）の結果を、パ

イロット重点などこれまでに実施された地殻構造探査の結果と比較し、地震活動と地殻・

上部マントル構造との関係を明らかにする。具体的には、地下構造探査により得られた地

震波速度構造モデルなどを用いて震源分布を再決定することにより、構造探査により求め

られているプレート境界の形状など特徴的な構造と地震活動の空間分布との対応関係に関

する検討を進める。 

なお、海底地震計を用いて観測したデータについては、地震調査研究推進本部調査観測

計画部会調査観測データ流通・公開推進専門委員会機動的地震観測データ公開 WG において

定める方針に従い、流通公開を行う。 


